
教育訓練関係資料 

①  パートタイム労働者に対する教育訓練に係る論点 

 

 

１ パートタイム労働者に対する教育訓練の機会の拡充について、どのように考える

べきか。 

 

 

○ パートタイム労働者を含む非正規労働者に対する教育訓練については、当該パ

ートタイム労働者の職務に必要な導入訓練は企業内で一定程度実施されてきた。

また、離転職等を繰り返す求職者に対しては、公共職業訓練等が実施されてきた。 

 

○ また、パートタイム労働法第 10条の規定により、事業主は、 

・ 職務の内容が正社員と同じパートタイム労働者に対しては、職務の遂行に必

要な能力を付与するための教育訓練であって正社員に実施するものについて

は、当該パートタイム労働者にも実施しなければならない 

・ それ以外のパートタイム労働者に対しては、正社員との均衡を考慮しつつ、

パートタイム労働者の職務の内容、成果、意欲、能力及び経験等に応じ教育訓

練を実施するよう努める 

こととされている。 

 

○ しかしながら、事業主によるパートタイム労働者に対する教育訓練が必ずしも

十分に実施されているとは言えず、パートタイム労働者のキャリア形成が必ずし

も十分ではない実態がある。 

   

○ 基幹的な役割を担うパートタイム労働者が増加するなど、日本経済を支える労

働力としてパートタイム労働者の重要性は高まり、その有する能力を有効に発揮

できるようにすることが、社会全体として求められている。 

 

○ 教育訓練は訓練自身がニーズなのではなく、労働者を将来どのように活用する

かというターゲットがあって決まる戦略であるため、パートタイム労働者の将来

のキャリアを考えないので教育しないという場合があることや、経済状況の悪化

の影響等を受け企業の教育訓練投資が削減傾向にあることを踏まえ、パートタイ

ム労働法第 10 条による教育訓練の実施を含むパートタイム労働者に対する教育

訓練の機会の提供の拡充について、どのように考えるか。 

 

資料４ 
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２ パートタイム労働者に対して実施する教育訓練として、どのような内容が望まし

いのか。 

 

○ 事業主の視点からは、 

・ パートタイム労働者が従事する職務に必要となる導入訓練 

・ パートタイム労働者の意欲を高め、生産性を向上させ、パートタイム労働者の

定着率を高めることを目的とした教育訓練 

・ 当該事業所における通常の労働者（「事業所・業務限定無期契約労働者」等の中

間形態も含む。）への転換を目的とした教育訓練  

 等が考えられるのではないか。 

 

○ パートタイム労働者の視点からは、 

・ パートタイム労働者の職域を広げ、待遇の改善を目的とした教育訓練 

・ 当該事業所における通常の労働者（「事業所・業務限定無期契約労働者」等の中

間形態も含む。）への転換を目的とした教育訓練 

・ 長期的なキャリアアップを視野に入れ、現在の職務遂行に必要な知識・技能以

外の知識・技能を習得することを目的とした教育訓練  

 等が考えられるのではないか。 

 

 

３ パートタイム労働者に対する教育訓練の実施を促進する方策について、どのよう

に考えるべきか。 

 

 

○ パートタイム労働者に対する教育訓練の実施における事業主の役割・責任等につ

いて、どのように考えるか。 

  

○ パートタイム労働者に対する教育訓練の具体的方策には、どのようなものが考え

られるか。 

 

・ ジョブ・カード制度の活用 

・ 職業能力評価基準・キャリア段位制度の活用 

・ 事業主に対し、パートタイム労働者を対象とする教育訓練を計画的に実施する

ことを促進する方策 

  等が考えられるのではないか。 
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② 短時間労働者への教育訓練
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（％）
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資料出所：パートタイム労働者総合実態調査
（平成18年）（厚生労働省）

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構）
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パートタイム労働者、有期契約労働者を雇用する事業主が、正社員との均衡のとれた待遇の確保、正社員
への転換の推進のため、労働協約又は就業規則により、正社員と共通の処遇制度や正社員への転換制度等を
導入した場合に奨励金を支給します。（支給対象期間：制度導入から２年間＜短時間正社員制度のみ５年間＞）

③ 均衡待遇・正社員化推進奨励金の概要

正社員と共通の処遇制度（※）を導入し、実際に対象労働者
に適用した事業主に支給。

１事業主につき ６０万円（大企業:50万円）

（※）正社員と共通の制度で、職務又は職能に応じた３区分以上の評
価・資格制度を設け、その格付け区分に応じた基本給、賞与等の賃
金等の待遇が定められていることが必要です。

正社員と共通の教育訓練制度（Off-JTに限る）を導入し、 １人
につき６時間以上の教育訓練を延べ１０人以上（大企業は３０人以
上）に実施した事業主に支給。

１事業主につき ４０万円（大企業:30万円）

パートタイム労働者又は有期契約労働者に対する健康診断制度（※

法令上実施義務のあるものを除く）を導入し、実際に延べ４人以上に
実施した事業主に支給。

１事業主につき ４０万円（大企業:30万円）

①正社員転換制度

②共通処遇制度

③共通教育訓練制度

④ 短時間正社員制度

⑤ 健康診断制度

Ⅰ 制度導入（対象労働者1人目）
正社員へ転換するための試験制度を導入し、実際に１人以

上転換させた事業主に支給。

１事業主につき ４０万円（大企業: 30万円）

Ⅱ 転換促進（対象労働者2人目～10人目）

２人以上転換させた事業主に対して、対象労働者１０人目

まで支給。

労働者１人につき ２０万円（大企業:１５万円）

※母子家庭の母等の場合は30万円（大企業:25万円）を支給

Ⅰ 制度導入（対象労働者1人目）
短時間正社員制度を導入し、実際に１人以上に適用した事業主

に支給。

１事業主につき ４０万円（大規模事業主: 30万円）

Ⅱ 定着促進（対象労働者2人目～10人目）

２人以上に適用した事業主に対して、対象労働者１０人目ま

で支給。

労働者１人につき ２０万円（大規模事業主:15万円）

※母子家庭の母等の場合は30万円（大規模:25万円）を支給

＊中小規模事業主：常時雇用する労働者が３００人を超えない事業主
大規模事業主：中小規模事業主以外の事業主
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８．我が国全体の職業能力開発のプロデュース機能（総合調整機能）の強化
（１）職業能力開発のビジョン・訓練計画の策定

①我が国全体の職業能力開発の方向性を定める中長期的なビジョンの提示、②国及び地域単位の協議機関を通じた訓練計画の策定

（２）職業訓練のインフラの構築
①訓練カリキュラム、指導技法、就職支援技法の開発、普及、②訓練に係る情報の提供、品質の確保、③訓練指導員等の育成・確保
④職業能力の評価システムの整備、⑤職業訓練の実施体制の整備

１．成長が見込まれる分野・ものづくり分野
における職業訓練の推進

（１）成長が見込まれる分野の人材育成
①介護・福祉、医療、子育て、情報通信、環境等の分野に
おいて必要とされる人材育成の推進
②人材ニーズの把握、訓練カリキュラムや指導技法の研究
開発
③民間教育訓練機関の更なる活用
④大学等教育機関との連携強化

（２）ものづくり分野の人材育成
①国は、先導的な職業訓練を含め高度な職業訓練を、都道
府県は地域産業の人材ニーズに密着した基礎的な技術・
技能を習得させる訓練を実施
②環境、エネルギー分野等の新しい分野の訓練の拡充

２．非正規労働者等に対する雇用のセーフティネットとしての
能力開発の強化

（１）雇用のセーフティネットとしての職業訓練の役割と機能強化
①中央と地方の協議会を活用して、職業訓練を実施する分野や規模等に関する年
度計画の策定
②離職者に対する公共職業訓練の実施

（２）第２のセーフティネットの創設
雇用保険を受給できない求職者に対する第２のセーフティネットとして無料の職
業訓練及び訓練期間中の生活を支援し、訓練受講を容易にするための給付を行う
「求職者支援制度」を恒久制度として創設

（３）ジョブ・カード制度の普及促進
①ジョブ・カードを職業能力開発施策の基本ツールとして活用
②国が中心となった関係機関による緊密な連携・協力体制の枠組みの下での普
及・促進

③求職者支援制度においても活用

３．教育訓練と連携した
職業能力評価システ
ムの整備

①職業能力評価と教育訓練を体
系的に結びつけた「実践キャ
リア・アップ戦略（キャリア
段位制度）」の構築

②職業能力評価基準の普及・促
進
③技能検定制度が社会的ニーズ
にあったものとなるよう見直
し

４．職業生涯を通じたキャリア形成支援の一
層の推進

（１）個人の主体的な能力開発の支援
就職・転職時等必要なときにキャリア・コンサルティング
を受けられる環境の整備

（２）企業による労働者の能力開発の支援
キャリア形成促進助成金等の効果的な活用

（３）キャリア教育の推進
教育施策と密接に連携した職業能力開発施策の展開

５．技能の振興
①各種技能競技大会の
実施等による技能の重
要性の啓発

②技能者との交流等に
よる若年者への技能の
魅力の紹介

６．特別な支援を必要とする者
に対する職業能力開発の推進

長期失業者、学卒未就職者、ニート等の若
年者、母子家庭の母、障害者等に対する能
力開発

７．職業能力開発分野の国際
連携・協力の推進

①開発途上国への訓練指導員の派遣等
による職業訓練の実施の支援

②開発途上国における日本型技能評価
システム構築の支援

③新たな技能実習制度の適切な実施

－成長が見込まれる分野の人材育成と雇用のセーフティネットの強化－

○ 成長が見込まれる分野の人材育成や、我が国の基幹産業であり
国際競争力を有するものづくり分野の人材育成が喫緊の課題。

○ 雇用のセーフティネットの一環として、雇用保険を受給できない者
も安心して職業訓練を受けることができる仕組みを創設。

○ 能力本位の労働市場の形成に資するため、教育訓練と結びつい
た職業能力評価システムの整備。

○ 個人の主体的な能力開発や企業による労働者の能力開発を支
援。

○ 国、地方公共団体、民間教育訓練機関、企業等の多様な主体が
役割分担をしながら、企業や地域のニーズを踏まえつつ、我が国全
体として必要となる職業訓練等を実施。

○ 少子高齢化や産業構造の変化、グローバ
ル化等の社会経済環境の変化を背景に、
労働力の需給両面にわたる構造的な変化
が著しく進行。

○ 職業能力形成機会に恵まれない非正規
労働者の数や就業者に占める割合が増
加。

○ このような状況の下で、持続可能な活力
ある経済社会を構築するには、若年者、女
性、高齢者、障害者、非正規労働者を含め
た一人一人が職業訓練等を通じて能力を
高め、生産性を向上させることが不可欠。

現状認識 今後の方向性

職業能力開発基本計画とは、職業能

力開発促進法に基づき、職業訓練及

び職業能力検定その他職業能力開発

に係る基本的な方針について、厚生

労働大臣が策定する計画。

昭和４６年に第１次計画が策定されて

以降、５年毎に策定・公表されてい

る。

今後の職業能力開発の基本的施策の展開

④ 第９次職業能力開発基本計画の全体像
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① 雇用型訓練
● フリーター等の正社員経験に恵まれない者が対象
● 企業が訓練生を雇用して実施
● 訓練スキーム： 企業実習 ＋ 教育訓練機関等での座学
● 企業に在職している非正規労働者を正社員とするための

訓練にも活用（キャリア・アップ型）。

② 委託型訓練（日本版デュアルシステム）
● 実践的な職業能力の習得が必要な求職者が対象
● 専修学校等に委託して実施
● 訓練スキーム： 企業実習（協力企業に再委託等） ＋

教育訓練機関での座学

③ 公共職業訓練（施設内訓練・委託訓練）
● 主に雇用保険を受給できる者が対象

● 再就職等に必要な知識・技能を付与
● ものづくり分野等の高度な知識・技能を付与

④ 基金訓練
● 雇用保険を受給できない者が対象

● 基礎的能力から実践的能力までを付与
※求職者支援法施行後は求職者支援制度の訓練が対象となる。

訓
練
機
関
に
よ
る
能
力
評
価

職業能力形成プログラム

訓
練
実
施
企
業
で
正
社
員
へ

ハローワーク等

キ

ャ

リ

ア

・

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

自らの職業能力や就業
に関する目標・課題を整
理し、職業訓練の受講や
就職活動の際の自己ア
ピールに活用

ジョブ・カードの作成

就
職

⑤ ジョブ・カード制度の概要

キャリア・コンサルタント
による就業希望・訓練希
望等の確認

訓練を要せず就職

施策の概要：広く求職者等を対象に、①きめ細かなキャリア・コンサルティング、②実践的な職業訓練、③訓練修了後の職業能力
評価や職務経歴等のジョブ・カードへの取りまとめを通じ、安定的な雇用への移行等を促進。

ハローワーク
が支援

訓練により身
につけた職業
能力が明確化
され、キャリア
の方向付けが
できる
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ジョブ・カードの内容と目標

ジョブ・カード

ジョブ・カード取得者数
2020年までに300万人

（新成長戦略）

職業能力形成プログラム修了者数

2012年度までに40万人
（ジョブ・カード制度「全国推進基本計画」）

ファイル全体を「ジョブ・カード」と総称。
ハローワーク等で登録キャリア・コンサルタントによるキャリア・コンサルティング
を受けることによって作成。

職業能力形成プログラムの修了者に対しては、 「評価シート」が交付。

※ジョブ・カード取得者数については、ジョブ・カード制度「全国推進基本計画」の中で、2012年度までに100万人という目標も設定されてい
る。

職務経歴
シート

キャリア
シート

評価
シート

履歴
シート

☆ジョブ・カード様式は、より使いやすいものとするために簡略化し、平成22年７月15日から使用を開始している。
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ジョブ・カード制度の職業訓練
雇用型訓練 公共職業訓練

基金訓練
有期実習型訓練

実践型人材養成
システム

委託型訓練
（日本版デュアルシステム）

離職者訓練 学卒者訓練

対象者

・フリーター等の正
社員経験が少ない
方
・新規学卒者
・自社内のパート等
の非正規労働者

・新規学卒者を主と
した１５歳以上４０歳
未満の方
・自社内のパート等
の非正規労働者
（正社員転換する場
合に限る）

実践的な職業能
力の習得が必要
な求職者の方

雇用保険を受給
できる方

高等学校卒業
者等

雇用保険を受
給できない方

総訓練
時間

・３ヶ月超６ヶ月以内
（特別な場合には１
年）
・Ｏｆｆ－ＪＴは総訓練
時間の２割以上８割
以下（訓練修了後に
正社員となることが
決まっている場合は
１割以上９割以下）

・６ヶ月以上２年以下
・Ｏｆｆ－ＪＴは総訓練
時間の２割以上８割
以下

標準４ヶ月（委託
訓練活用型：座
学先行コースの
場合） 等

３ヶ月から１年 １年または２年 ３ヶ月から６ヶ
月程度

位置
づけ

フリーター等の正社
員経験の少ない方
に実践的な訓練を
行うことにより、正社
員就職を目指す。

計画的な訓練を行う
ことにより、現場の中
核人材を育成。

民間教育訓練機
関等が主体とな
り、実践的な職
業能力を付与。

公共職業能力開
発施設や民間教
育訓練機関等に
おいて、再就職
に必要な知識及
び技能を習得さ
せるための訓練。

公共職業能力
開発施設にお
いて技能労働
者の育成を図
るため、長期間
の訓練を実施。

民間の教育訓
練機関等を活
用し、基礎的能
力から実践的
能力までを習得
するための訓
練。8



ジョブ・カード制度の推進状況

（注）ジョブ・カード取得者数、職業能力形成プログラム受講者数、雇用型訓練及び委託型訓練は平成23年３月末時点。（制
度が創設された平成20年４月からの累計）

○ジョブ・カード取得者数： 約４５万２千人
○職業能力形成プログラム受講者数： 約１２万９千人

・雇用型訓練受講者数： 約２万９千人
・委託型訓練受講者数： 約１０万人

○訓練修了後３か月後の就職率

・雇用型訓練：９０．８％（※１） ・委託型訓練：７１．７％（※２）

ジョブ・カード取得者数 職業能力形成プログラム受講者数

※１：平成22年４月～平成22年12月末までに訓練を修了した者に係る値。
※２：平成22年４月～平成22年12月末までに訓練を修了した者に係る値。

雇用型訓練 委託型訓練
（人） （人）

242,211 
256,164 

274,197 
290,811 

308,594 
328,946 

349,763 
368,771 

385,761 
407,707 

427,983 
451,898 
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4月末 5月末 6月末 7月末 8月末 9月末 10月末 11月末 12月末 1月末 2月末 3月末

17,126 17,399 17,980 18,757 19,328 19,879 20,260 20,735 21,929 23,528 24,727 28,606

75,699 76,363 77,668 80,777 83,616 86,214 89,928 94,731 97,896 98,508 99,707
100,161
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（職業能力評価基準とは）
・業種別、職種・職務別に必要とされる能力を、担当者から組織・部門の責任者に必要とされる能力水準まで４つのレベ
ルを設定し整理・体系化。

・仕事をこなすために必要な「知識」や「技術・技能」に加えて、どのように行動すべきかといった「職務遂行能力」を記述。
・職務を確実に遂行できるか否かの判断基準となるよう、典型的なビジネスシーンにおける行動例を記述。
・業界団体との連携のもと、企業調査の実施による職務分析に基づき策定。
・平成20年度からは、「職業能力形成プログラム」（ジョブ・カード）で使用する「モデル評価シート」に成果を活用。

（実績）
○業種横断的な経理・人事等の事務系職種の職業能力評価基準を策定。
○業種別のものとして電気機械器具製造業、ホテル業、自動車製造業等46業種

今後完成予定の業種 （毎年業種を拡大）すでに完成した業種

電気機械器具
製造業

16年６月

完成

ホテル業 印刷業 プラスチック
製品製造業

16年９月

完成

16年９月

完成

16年９月

完成

型枠工事業 鉄筋工事業 フルード
パワー業

16年10月

完成

16年10月

完成

16年10月

完成

16年12月

完成

スーパー
マーケット業

アパレル業

17年３月

完成

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ
製品製造業

17年３月

完成

防水工事業

17年５月

完成

ロジスティク
ス分野

17年５月

完成

１7年７月

完成

市場調査業

１7年７月

完成

外食産業

業種横断的な事務系職種（20年６月改訂）

経営情報
システム

経営戦略 国際事業
営業・ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ・広告

人事・人材開
発・労務管理

企業法務・
総務・広報

経理・財務
管理

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ生産管理

業
種
ご
と
の
専
門
的
な
職
種

写真館業 軽金属製品

19年３月
完成

19年３月
完成

自動車製造

業

１7年８月
完成

左官工事業 造園工事業 総合工事業

18年４月
完成

パン製造業

19年３月
完成

ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ場業

19年３月
完成

在宅介護業

19年３月
完成

広告業 光学機器

製造業

１7年９月 １7年９月
完成 完成

エンジニア

リング業

１7年12月
完成

フィットネス

産業

１7年12月 １7年12月
完成 完成

１8年２月 １8年２月
完成 完成

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ業

製造業

⑥ 「職業能力評価基準」について

マテリアル・
ハンドリング業

完成
21年７月20年11月

完成

石油精製業金属プレス産業廃棄物 電気通信ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ 専門店業鍛造業 卸売業
自動販売機

ＤＩＹ業 クレジット

１9年10月 19年10月 20年２月 20年２月 20年２月 20年３月 20年３月 20年３月 20年８月 20年８月
完成 完成 完成 完成 完成 完成完成

製造・管理
運営業 カード業 処理業 加工業 ｽﾄｱ業 工事業

完成 完成完成

イベント産業

20年12月
完成 完成

20年12月 20年11月
完成

ビルメンテ
ナンス業

完成
21年２月

旅館業

22年12月
完成

施設介護業

22年12月
完成

※上記以外の情報サービス業（インターネット付随サービス業を含む）につきましては、ITスキル標準（ITSS）をご覧ください。

・・・
屋外広告業ねじ製造業

プラントメ
ンテナンス
業

完成
2３年５月

ｳｪﾌﾞ・ｺﾝﾃ
ﾝﾂ制作業
（ﾓﾊﾞｲﾙ）

完成
2３年５月
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「キャリア段位」制度について

鳩山前内閣総理大臣指示（平成２２年４月２６日 雇用戦略対話第３回会合）（抜粋）

「第二点は、「『実践的な職業能力』」の育成・評価」についてでございます。日本は、これまで職業能力の育成は、企業
がいわゆるオン・ザ・ジョブ・トレーニング（ＯＪＴ）として行うのが主力でありました。しかし、近年、例えば非正規労働者の
方々のように、そうした教育機会をなかなか得られない方々が増大しており、また、新たな成長分野では職業能力の育
成体制が脆弱であるという課題を抱えております。このため、教育機関も含め社会全体で「実践的な職業能力」の育成、
評価を行う体制づくりを検討していきたいと思っております。」

『新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～』（平成２２年６月１８日閣議決定）（抄）
２１世紀日本の復活に向けた２１の国家戦略プロジェクト
Ⅵ． 雇用・人材分野における国家戦略プロジェクト
１９． 「キャリア段位」制度とパーソナルサポート制度の導入

時代の要請に合った人材を育成・確保するため、実践的な職業能力育成・評価を推進する「実践キャリア・
アップ制度」では、介護、保育、農林水産、環境・エネルギー、観光など新たな成長分野を中心に、英国の
職業能力評価制度（NVQ：National Vocational Qualification）を参考とし、ジョブ・カード制度などの既存の
ツールを活用した『キャリア段位』を導入・普及する（日本版NVQの創設）。あわせて、育成プログラムでは、
企業内OJTを重視するほか、若者や母子家庭の母親など、まとまった時間が取れない人やリカレント教育向けの
「学習ユニット積上げ方式」の活用や、実践キャリア・アップ制度と専門学校・大学等との連携による学習しや
すい効果的なプログラムの構築を図る。

「実践キャリア・アップ戦略 基本方針（平成23年５月18日）」において、今後の進め方について
は、「①第１次プラン対象業種（介護人材、省エネ・温室効果ガス削減等人材（カーボンマネジメン
ト人材）、６次産業化人材）について、今年度、具体的な能力評価の基準及び育成プログラムを策定
する。」「②遅くとも、５年後には安定的な運営体制が構築できるよう、検討を行い、来年度以降、
速やかに準備を進めていく。」とされている。
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○ ジョブ・カード取得者 ３００万人、ジョブ・カード制度の日本版ＮＶＱへの発展
○ 公共職業訓練受講者の就職率 施設内：８０％ 委託：６５％
○ 自己啓発を行っている労働者の割合 正社員：７０％、非正社員：５０％ 等

具体的施策

Ⅵ 雇用・人材戦略～「出番」と「居場所」のある国・日本～（３「実践キャリア・アップ戦略」の推進）

・「介護」「保育」「農林水産」「環境・エネルギー」「観光」などの新成長分野や、一般事務、医療・貿易事務など、
「人づくり」の効果や、外部労働市場における活用可能性が高い分野などを中心に、職業能力育成・評価を推進

・能力を客観的に評価する職業能力評価制度（『キャリア段位』制度）を導入。教育システム等との連携を図りつ
つ、各分野で策定する職業能力育成プログラムと結び付けることにより、求職者等の職業能力開発を促進する
とともに、再就職やキャリアアップを可能に。

多様かつ高度で、予測困難な業務が可能

主に予測できる定型業務が可能

○段位

○段位

○段位

２段位

初段位
（参考）QCDAホームページ http://www.qca.org.uk/index.html

JIL-PT 2003年 No.136「教育訓練制度の国際比較-ドイツ、フランス、アメリカ、イギリス、日本-」におけるイギリスのNVQ制度を参考とした場合のイメージ

座学＋OJT
（ジョブ・カード制度
の活用等）

・民間に委託する公共職業訓練の分野・業務の拡大を図るとともに、民間活用の際の成果報酬制度の拡充を図
る。また、技術革新等に対応した公共職業訓練のカリキュラムの見直し及び教官の養成等を行う。

・労働者の自発的な能力開発等を支援する事業主に対する助成措置の周知徹底や、キャリア・コンサルティング
の普及促進を図る。

2020年までの目標
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